































































































































































った。昭和 25 年の所得税法の中にみなし譲渡課税の規定が組み込まれ、昭和 27 年に改正
され贈与等による資産の場合に限り、譲渡所得を清算する制度が残されることとなった。
法人税法においても所得税法の趣旨と同様の解釈がなされていたことに鑑みると、昭和





















次に、「無償による資産の譲渡」については、昭和 38 年 3 月 8 日税法整備小委員会に
おける第 19 回審議で、「固定資産等を贈与した場合には、所得税法第 5 条の 2 と同様に
その贈与時の時価によつて贈与されたものとして規定する方向で検討する。」と述べられ





ものではないとの見解が示されていることから、法人税法第 22 条第 2 項における取引の
例示は、「無償取引」も含め、従来から「総益金」の解釈によって課税の対象とされてき
た取引であるということである。 









































「無償による資産の譲渡」による収益の課税根拠とは、旧所得税法第 5 条の 2（現行所
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また、法人の課税所得算定における基本原則である法人税法第 22 第 1 項の内容をみ
ると、法形式上、「各事業年度の所得の金額は」、「益金の額」から「損金の額」を控除し









る重要な問題の 1 つとなるところである。 
このように、法人税法上、法人の所得金額は、「益金の額」から「損金の額」を控除し
た金額とされるが、法人税法には所得の金額の基礎となる「益金の額」の定義を定めた
法文は存在せず、上記で示したように、法人税法第 22 条第 2 項において、「益金の額」
に算入すべき「収益の額」に係る取引を例示的に列挙しているに止まっているのである。












扱いにおいて相違が存在することとなる。その 1 つに「無償取引」が挙げられる。 












条第 2 項における取引の例示の 1 つとして明文化されたものである。 










人税法において非常に重要な問題の 1 つと考える。 
したがって、本論文では、法人税法における「無償取引」に係る収益の認識（収益発
生事由）の解明を試みることを目的とする。 















える。つまり、法人税法第 22 条第 2 項の無償取引規定が、昭和 40（1965）年に明文化
される以前の課税理論を踏襲するものであるならば、無償取引課税の変遷を考察するこ
とで、無償取引規定の存在意義を明確にすることができると考える。 



























































































































法人税法第 22 条第 4 項は、「第二項に規定する当該事業年度の収益の額…は、一般に
公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算されるものとする。」と規定している
ことから、法人税法第 22 条第 2 項と関係性を有していることは明白である。そこで、「公


























































（大阪地裁 1956（昭和 31）年 4 月 16 日判決、大阪高裁 1961（昭和 36）年 11 月 29
日判決および最高裁 1966（昭和 41）年 6 月 24 日判決）、現行法下では、南西通商株式
会社事件（宮崎地裁 1993（平成 5）年 9 月 17 日判決、福岡高裁 1994（平成 6）年 2 月




阪地裁昭和 31 年 7 月 30 日判決および大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決）、現行法下で




裁平成 3 年 2 月 5 日判決および千葉地裁昭和 59 年 7 月 25 日判決の判例について研究す
る。「その他の取引」については、オウブンシャホールディング事件（東京地裁平成 13 年
11 月 9 日判決、東京高裁平成 16 年 1 月 28 日判決および最高裁平成 17 年 10 月 11 日
第三小法定判決）の判例研究を行う。 
 第 9 章では、これまでの考察を基に、法人税法が依拠している課税所得概念である「純
資産増加説」の意義を、今一度明確にし、「純資産増加説」、「権利確定主義」および「資



















                                                   
1 日本税理士連合会 税制審議会「企業会計と法人税制のあり方について―平成 19 年度諮問に対す
る答申―」（2008 年）、Ⅰ、1。 
2 法人税法第 22 条第 2 項は、「無償取引」に係る収益について「益金の額」に算入する旨を規定して
いるが、資産の低額譲渡や低利息融資等、通常の対価よりも低い対価で行う取引（以下、「低額取引」
という。）については明確に規定していない。そこで、「低額取引」が同項に規定する「無償取引」







て、「22 条 2 項の趣旨が、…適正所得の算出、すなわち正常な対価で取引を行った者との間の公平を
確保し維持することにあると考えると、22 条 2 項にいう無償取引は厳密な意義におけるそれよりも
広く、低価取引をも含む趣旨であると解すべきではなかろうか。このように解することは、法人税














税法第 22 条第 2 項の例示取引に該当することをもって、「低額譲渡」も同項の例示取引に含まれ、
当該譲渡資産の時価相当額が収益の額として益金に算入されると解されている（中村利雄『法人税
の課税所得計算―その基本原理と税務調整』（ぎょうせい、1982 年）、42 頁）。 



























                                                                                                                                                     
『最高裁判民事判例集』49 巻 10 号、3121 頁）の判示は、「譲渡時における適正な価格より低い対価











4 武田隆二『法人税法精説』（森山書店、2000 年）、3 頁。 
5 末永英男『法人税法会計論 第 7 版』（中央経済社、2013 年）、15 頁。 
6 武田隆二、前掲注 4、3 頁。 
































                                                                                                                                                     





全体の中で大きな役割を占めている」（金子宏『租税法〔第 18 版〕』（弘文堂、2013 年）、271 頁）。 
10 小宮保『法人税の原理』（中央経済社、1968 年）、111 頁。 
11 武田昌輔『法人税法の解釈（三訂版）』（財経詳報社、1990 年）、28 頁。 
12 武田隆二、前掲注 4、32 頁。 
13 中村利雄「法人税の課税所得計算と企業会計―無償譲渡等と法人税法二十二条二項―」（税務大学校、



































                                                   
14 武田昌輔、前掲注 11、29 頁。 
15 同上、29 頁。 
16 武田隆二、前掲注 4、33 頁。 






























のものの定義に関する規定はせず、法人税法第 22 条第 2 項において「益金の額」に
算入すべき「収益の額」を次のように例示的に列挙するという構成をとっている22。 
 
①資産の販売       ④有償による役務の提供   ⑦その他の取引 
                                                   
18 武田昌輔、前掲注 11、29 頁。 
19 中村利雄、前掲注 13、177 頁。 
20 吉国二郎・武田昌輔『法人税法〔理論編〕 改訂 3 版』（財経詳報社、1972 年）、169 頁。 
21 同上、169 頁。 
22 「⑦その他の取引」の具体的内容については、本章で採り上げる問題とは関係を有しないため、
第 7 章で述べることとする。 
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②有償による資産の譲渡  ⑤無償による役務の提供 



























                                                   
23 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 20、171-172 頁。 
24 武田昌輔「課税所得の基本問題（上）―法人税法 22 条を中心として―」『判例時報』第 949 号、
1980 年、5 頁。 
25 法人税法 2 条 20 号（棚卸資産）「商品、製品、半製品、仕掛品、原材料その他の資産で棚卸しを
すべきものとして政令で定めるもの（有価証券及び第六十一条第一項（短期売買商品の譲渡損益及
び時価評価損益の益金又は損金算入）に規定する短期売買商品を除く。）をいう。」  
26 武田昌輔編著『DHC コンメンタール法人税法 第 2 巻』（第一法規）、1105 の 2 頁。 
27 武田隆二、前掲注 4、70 頁。 
28 吉牟田勲「所得計算関係の改正」『税務弘報』第 13 巻 6 号（1965 年）、140 頁。 







 （設例） 帳簿価額 300 万円の固定資産を 1,000 万円で譲渡した。 
  ①企業会計（純額経理） 
  （借方）          （貸方） 
 現金預金 1,000 万円         固定資産     300 万円 
                   固定資産売却益  700 万円 
        
（特別利益） 
 
  ②法人税法（総額主義） 
  （借方）       （貸方） 
    現金預金  1,000 万円   譲渡収益 1,000 万円（法 22②） 






















定資産の譲渡代金を収益として表示することはしていない。」（中村利雄、前掲注 13、181 頁）。 
30 中村利雄、前掲注 13、180 頁。 
31 中村利雄、前掲注 2、33 頁。 
32 中村利雄、前掲注 13、181 頁。 
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例えば、帳簿価額 200 万円、時価 1,000 万円の土地を贈与（無償譲渡）した場合、
企業会計上は次の仕訳が行われる36。 
                                                   
33 日本会計研究学会税務会計特別委員会「企業利益と課税所得との差異及び調整について」『企業会計』
第 18 巻第 8 号（1966 年）、32 頁。 
34 企業会計審議会「税法と企業会計との調整に関する意見書」(1966 年)、総論三、(7)。 
35 中村利雄、前掲注 2、35 頁。 
36 武田隆二、前掲注 4、71 頁参照。 
 資産の低額譲渡については、次のような仕訳となる。 
 仕訳（b）において 400 万円の対価で譲渡がなされたとすれば、次のような仕訳となる。 
  （c）（借）現金預金  400   （貸）譲渡収益  1,000 
       寄附金   600 
    （借）譲渡原価  200   （貸）土地    200 
上記仕訳（c）の第 1 仕訳が示すように、400 万円の有償譲渡と 600 万円の無償譲渡との混合譲渡




（a）（借）寄附金   200  （貸）土地   200 
 
しかし、税務上は時価 1,000 万円の譲渡収益と 200 万円の譲渡原価とが認識される
ことから、次の仕訳のようになる。 
 
（b）（借）寄附金   1,000     （貸）譲渡収益  1,000 



























                                                   
37 品川芳宣『課税所得と企業利益』（税務研究会、1982 年）、216 頁。 







































39 同上、52 頁。 
40 武田隆二『最新 財務諸表論〈第 7 版〉』（中央経済社、2001 年）、244 頁。 




































                                                   
42 小宮保、前掲注 10、127 頁。 
43 同上、127 頁。 




課税所得となるが企業利益とならないものとが存在する。その 1 つに、法人税法第 22 条
第 2 項が規定する「無償取引」に係る収益の認識が挙げられる。 
法人税法第 22 条第 2 項は、「無償取引」に係る収益の認識について、例示的に列挙する
という構成をとっている。すなわち、「無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償によ
る資産の譲受け」の部分である。これらの取引の取り扱いについて、企業会計上との間に
差異があるかどうかが検討されなければならない。つまり、法人税法第 22 条第 2 項が規
定する「収益の額」とは、「公正処理基準」に従って計算されるのであり、両者の取り扱

























                                                   
45 中村利雄、前掲注 13、177 頁。 
46 中村利雄、前掲注 2、35 頁。 













第 2 章 課税所得計算と法人税法第 22 条第 4 項 
 
 法人税法上、法人の課税所得は、「益金の額」から「損金の額」を控除した金額とされ
る（法人税法第 22 条第 1 項）。しかし、法人税法は、法文上、「益金」の意義を明確にし
ておらず、法人税法第 22 条第 2 項おいて、「益金の額」とは、「別段の定め」があるもの
を除き、資本等取引以外にのものに係る当該事業年度の「収益の額」を内容としている。
そして、「収益の額」は、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に従って計算さ
れるものとされる（法人税法第 22 条第 4 項）。 
 法人税法第 22 条第 4 項の規定、いわゆる「公正処理基準」は、昭和 42（1967）年の
税制改正によって創設された規定であるが、その性格や解釈等については、従来から様々
な議論がある。また、同規定は、昭和 40（1965）年法人税法全文改正の際に創設された
























































その後、昭和 41（1966）年 10 月 15 日に企業会計審議会から「税法と企業会計との調整
に関する意見書」が公表された。この意見書は、前述した昭和 27（1952）年の意見書の続
編ともいうべきものであるが、調整問題検討の立脚点を「企業会計原則」の立場のみに置




5 田中勝次郎『法人税法の研究』（税務研究会、1965 年）、912 頁。 
6 武田昌輔「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」『税務大学校論叢』第 3 号（1970 年）、
114 頁。 
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 第 2 節 「公正処理基準」の立法趣旨 
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 法人税法第 22 条第 4 項は、昭和 42（1967）年に創設された規定であるが、直接的に
は、昭和 41（1966）年 12 月 26 日付「税制簡素化についての第一次答申」（以下、「昭和
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 第 3 節 税制簡素化の意味と「無償取引」 
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利益」は、3 者それぞれの目的が異なるところから、3 者の間に相違が生じているのである。 





















というようなことは、それを達成するための現時点的な 1 つの方法にすぎないのである51。 
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22 条第 2 項が規定する「無償取引」との関係は以下のように導かれる。 
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以上のような経緯を経て、法人税法第 22 条第 4 項の創設に直接的に影響を与えた、「昭

































                                                   






                                                                                                                                                     
ることになり、したがって、反覆的・継続的のみではなく、一時的・偶発的・恩恵的利得も所得に含ま
れることになる。この考え方は、純資産増加説とも呼ばれ」（金子宏、前掲注 40、178 頁）ている。 
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すべて』（大蔵財務協会、1967 年）、75-76 頁）。 




文堂、2013 年）、178 頁）ている。 
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「所得とは、個人の経済力の 2 時点間の純増価の金銭的価値である（Income is the money 
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て検討する。 











この定義は、所得を Y とすると、期中の消費を c、期首と期末の資本（財）の市場価
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したがって、いずれの所得計算方式においても、わが国の法人税法第 22 条第 2 項が規定
する「無償取引」に係る収益の認識に対する完全な理論（課税の根拠）とはなり得ない。
ここに、先行研究および判例等において統一した見解がみられない理由があると考える。 
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また、上記 2 つの所得計算方式を用いて、わが国の法人税法 22 条 2 項が規定する「無
償取引」に係る収益をみた場合、「期間的純資産増加説」では、仮に、何等かの財貨が流
入することを「擬制」し得る理論が確立している場合は別として、説明し得ないのではな
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 大正 9 年以前の税制では、「配当所得は、法人課税によって源泉課税される建前になっていたのが、
実際には、配当所得に転嫁されず、多くの場合、所得税は一種の営業費と見做されて配当所得は免税
といってよかった。この結果が…配当所得者のいちじるしく軽微な租税負担を招来したのであった。」




























第 2 節 現代法人所得課税制度の原点 
  





20（1887）年 3 月 23 日勅令第 5 号をもって創始された所得税法においてである。欧米諸
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   （1）利子および配当所得、給与所得などはその全額を予算主義により申告する。 
   （2）その他財産および営業所得は収入高より必要経費（国税・地方税―町村費を含む―・原料の
原価・仕入原価・種代・肥料代・事業用の借地借家料・修繕費・労務費・利子・雑費）を除
いたものの前 3 ヵ年間平均主義による。 
 （四）免税点は 300 円で、5 等級の全額累進税率をとる。すなわち、300 円→1％、1,000 円→1.5％、
10,000 円→2％、20,000 円→2.5％、30,000 円→3％。 
 
 上記のように、「所得税法制定ノ当時ニ於テハ法人ナル観念ハ未タ一般ニ了得セラレサ
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2－2 明治 32 年所得税法 
2－2－1 法人所得課税創設期の課税所得計算構造 
 所得税とは、「能ク貧富ノ程度ニ應シテ負擔ノ衡平ヲ得ルモノ」26であり、明治 20 年勅
令第 5 号をもって、わが国で初めて所得税法が制定された。しかし、明治 20（1887）年
所得税法は、年を経るにしたがい時勢に適応できなくなり、明治 32 年法律第 17 号をもっ
て所得税法の改正が行われた27。 
明治 32（1899）年所得税法改正においては、所得の種類を 3 種類に分類し、第 1 種を
法人所得、第 2 種を公社債の利子としていずれも比例税率を適用し、第 3 種を個人所得
と定め、12 段階に分けた累進税率を適用することとなった28。このように、当初は独立




業年度總益金ヨリ同年度總損金ヲ控除シタルモノニ依ル」30（第 4 条第 1 項第 1 号）と
いう新しい規定を設け、同所得税法第 4 条第 2 項では、「益金中此ノ法律ニ依リ所得税
ヲ課セラレタル法人ヨリ受ケタル配當金及此ノ法律施行地ニ於テ支拂ヲ受ケタル公債社
債ノ利子アルトキハ之ヲ控除ス」と定めていた。 
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記録第一號」（貴族院事務局、1899 年）、1 頁（若槻禮次郎氏 発言）。 
29 若槻禮次郎、前掲注 21、273 頁。 



































                                                   
31 關口健一郎『現行所得税法要義』（巖松堂書店、1911 年）、77-78 頁。 
32 明治財政史編纂会、前掲注 30、25-26 頁。 

































り、明治 32（1899）年商法第 26 条第 2 項「財産目録ニハ動産、不動産、債權、其他ノ
財産ニ其目録調製ノ時ニ於ケル價額ヲ附スルコトヲ要ス」の規定を前提とした解釈であ
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その後、上記の総益金および総損金の解釈に沿って、明治 32（1899）年 10 月 2 日に





























規定を設けたのである。さらに第 270 条は、毎年の利益額の 20 分の 1 以上を会社資本
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の 4 分の 1 に達するまで準備金を積み立てなければ、利息または利益配当を行えないと
している44。 
その後、明治 23（1890）年に公布された原始商法（以下、「旧商法」という。）は第























                                                   
44 「株式會社ニ於テハ會社資本ノ四分一ニ滿ル準備金ヲ蓄積スル爲メニ毎年ノ利益額ノ二十分一以
上ヲ引去ルヘシ然後ニアラレレハ利足又ハ利益配當ヲ爲スコトヲ得ス」（同上、440 頁）。 
45 明治 23 年原始商法第 219 条第 2 項「準備金カ資本ノ四分一ニ達スルマテハ毎年ノ利益ノスクナク
トモ二十分一ヲ準備金トシテ積置クコトヲ要ス」 
46 明治 32 年商法第 194 条第 1 項「會社ハ其資本ノ四分ノ一ニ達スルマテハ利益ヲ配當スル毎ニ準備
金トシテ其利益ノ二十分ノ一以上ヲ積立ツルコトヲ要ス」 
47 赤塚尚之「わが国における法定準備金制度の変遷と『払込資本と留保利益の区別』の意義」『早稲
田商学』（2005 年）、第 404 号、87-88 頁。 
48 堀口和哉、前掲注 16、72 頁。 
49 第十三回帝國議會、前掲注 28、9 頁（若槻禮次郎氏 発言）。 
50 同上、9-10 頁（若槻禮次郎氏 発言）。 
51 同上、10 頁（若槻禮次郎氏 発言）。 



























32 条第 2 項『財産目録及ヒ貸借對照表ヲ作ルニハ總テノ商品、債權及ヒ其他總テノ財産
ニ當時ノ相場又ハ市場價値ヲ附ス』）がもちこまれたのであるから、そこに混乱が生ずる
                                                   





55 久野秀男『財務諸表制度論』（同文舘、1972 年）、29 頁。 
56 明治 26（1893）年 3 月 6 日法律第 9 号をもって、同年 7 月 1 日よりその一部である第 1 編第 6 章
「商事会社」、第 12 章「手形」、第 3 編「破産」ならびに商事会社に関して第 1 編第 2 章「商業帳簿」
および第 4 章「商業登記」のみが実施された（松本烝治『商法原論 第 1 巻 （総則）』（東京法学院
大学、1905 年）、38-39 頁）。 
57 梅謙次郎『日本商法講義』（和仏法律学校、1896 年）、21-22 頁。 

































                                                   
59 高寺貞男「明治三十二年商法と評価損益論争（1）」『経済論叢』第 94 巻第 3 号（1964 年）、3 頁。 
60 久野秀男『株式会社 財務諸表論』（同文館、1971 年）、77 頁。 
61 高寺貞男、前掲注 59、4 頁。 
62 同上、6 頁。 
63 末永英男、前掲注 54、144 頁。 













































                                                   
65 「純資産増加説」とは、ドイツの財政学者 Georg von Schanz（ゲオルグ・フォン・シャンツ）が
唱えた学説である。彼は、「所得ヲ以テ一定時期ニ於ケル純財産增加テ之ニ利用及他人ノ貨幣價値的
給付ヲ含メタルモノトシ、随ツテ其所得者カ其從來ノ財産ヲ自ラ減少スルコトナクシテ處分シ得ル




ある」（篠原章訳「ゲオルク・シャンツ 所得概念と所得税法 （1）」『成城大学経済研究』第 104 号、
1989 年、47 頁）。 
66 高寺貞男、前掲注 39、38-39 頁。 
67 若槻禮次郎、前掲注 21、303 頁。 
68 同上、303 頁。 
69 同上、301 頁。 
70 同上、290 頁。 




































                                                   
72 上林敬次郎、前掲注 37、68 頁。 
73 同上、69-70 頁。 
74 若槻禮次郎、前掲注 21、301 頁。 


































                                                   
76 高寺貞男『明治減価償却史の研究』（未来社、1974 年）、277-278 頁。 
77 高橋誠、前掲注 25、116 頁。 
78 若槻禮次郎、前掲注 21、280-281 頁。 
79 明治 32 年の所得税改正では、法人の利益が配当金として個人に帰属した場合、その個人の配当所
得については第 3 種所得税は課税されないこととなっていた。しかし、この課税方式は、本来なら
ば個人に対しても綜合課税すべきものを単に負担の激増を避けるために漸進的、過渡的に採った課





































                                                   
80 池田武『法人税法精義』（森山書店、1941 年）、5 頁。 









第 5 章 初期法人所得課税の変革と課税所得概念―大正期― 
  
 わが国において、「所得」に対する課税が行われるようになったのは、明治 20（1887）
















第 1 節 大正初期の所得税法 
 
 明治 32（1899）年所得税法における第 1 種所得税は、「所得税ヲ課セラレタル法人ヨリ
受ケタル配當金」は非課税とされていただけでなく、課税の公平を図るためとはいえ、個
人所得の場合の累進税率に比し比較的低率の比例税率が適用されていた。このため、日露
戦争（明治 37 年 2 月～明治 38 年 9 月）による所得税の増徴を契機に、税負担を回避す
るための法人成は依然として継続していた1。戦費確保による所得税の増徴および法人成
に対応する形で、明治 37・38（1904・1905）年に第 1 次・第 2 次非常特別税により増税
が行われた。 
 第 1 次非常特別税法（明治 37 年法律第 3 號）の増税は、第 1 種および第 3 種の所得に
対し本税額の 7 割を増徴した2。その後、明治 38（1905）年法律第 1 號により行われた第
2 次非常特別税法では、本税においてさらに 8 割を増徴し、特に法人の所得である第 1 種
                                                   
1 高橋誠「明治後期の所得税制―日本所得税制史論 その二―」『経済志林』第 27 巻第 1 號、1959 年、
103-113 頁。 
2 雪岡重喜『調査資料 所得税・法人税制度史草稿』（国税庁、1955 年）、6 頁。 





所得税は次のように改正された。第 1 種所得税では、法人所得を甲（株主または社員 21
人以上の株式会社および株式合資会社の所得）と乙（その他の法人の所得）とに 2 分し、
甲に対しては従来通りの比例税率を適用し、乙に対しては個人企業に近いものとして、所















 大正 2（1913）年所得税法改正における第 1 種所得の算定については、同所得税法第 4
条第 1 項において、「第一種ノ所得ハ…各事業年度總益金ヨリ同年度總損金ヲ控除シタル
金額ニ拠ル且シ第二條ニ該當スル法人ノ所得ハ此法律施行地ニ於ケル資産又ハ營業ヨリ
生スルモノニ限ル」と規定した。また、同所得税法第 4 条第 2 項は、「總益金中此ノ法律
ニ依リ所得税ヲ課セラレタル法人ヨリ受ケタル配當金又ハ此ノ法律施行地ニ於テ支拂ヲ
受ケタル公債社債ノ利子アリタルトキハ之ヲ控除ス」と定め、その文言は明治 32（1899）
年所得税法第 4 条第 1 項第 1 号および第 4 条第 2 項とほぼ同様のものであった。 






                                                   
3 同上、6-7 頁。 
  高橋誠、前掲注 1、104 頁。 
4 吉国二郎・武田昌輔『法人税法〔理論編〕 改訂 3 版』（財経詳報社、1972 年）、91 頁。 






































                                                   
6 武本宗重郎『改正所得税法釋義』（同文館、1913 年）、94 頁。 
7 同上、93 頁。 





第 2 節 現代法人所得課税制度の基点 
   
2－1 大正 9 年所得税法 
2－1－1 改正の沿革と立法趣旨 






















課税主義を採用していたが、大正 9（1920）年所得税法（法律第 11 号）では、新たに前
者の主義を採用したのである12。 
                                                   
9 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 4、91-92 頁。 
10 大蔵編纂『明治大正財政史 第 6 巻』（財政経済学会、1936 年）、1081 頁。 























 したがって、大正 9（1920）年所得税法では、新たに上記 4 つの規定が追加されたが、







                                                                                                                                                     
定を新税法に於て削除したるも此の意味に外ならざるべし」（同上、57 頁）。 
13 雪岡重喜、前掲注 2、14 頁。 
14 藤澤弘『改正所得税法通義』（經済社、1920 年）、15 頁。 
  大正 9 年法律第 11 號 
  所得税法第 5 条「法人ノ各事業年度ノ所得カ同年度ノ資本金額ニ對シ年百分ノ十ノ割合ヲ以テ算
出シタル金額ヲ超過スルトキハ其ノ超過金額ヲ以テ法人ノ超過所得トス」  
  所得税法第 9 条「法人ノ各事業年度ノ所得中積立金ト爲シタル金額ヲ以デ法人ノ留保所得トス」 














































                                                   
16 藤澤弘、前掲注 14、71 頁。 
17 金子宏、前掲注 8、178 頁。 
18 中村繼男、前掲注 11、61 頁。 


































資産の評価損益に関する見解は、第 1 種所得税が創設された明治 32（1899）年より当
時の商法第 26 条第 2 項の規定を前提にしていたことはすでに述べたとろころである。
                                                   
20 渡邊善藏『所得税法講義』（東京財務協會、1921 年）、57 頁。 
21 同上、57-58 頁。 
22 中村繼男、前掲注 11、240 頁。 
23 渡邊善藏、前掲注 20、58 頁。 


























                                                   
25 藤澤弘、前掲注 14、81-82 頁。 










定めたる營業期間を事業年度と謂ふ。」（中村繼男、前掲注 11、46 頁）。 




29 中村繼男、前掲注 11、48 頁。 
30 同上、59 頁。 





































                                                   
31 中村繼男、前掲注 11、77 頁。 





























2－2 大正 15 年所得税法 
大正 9（1920）年に行われた所得税法の根本的大改正後、法人所得課税について多少の
改正がなされたが、時世の進展に伴い更に改正を加える必要に迫られ、大正 15（1926）
年法律第 8 号をもって重要な改正が行われた。 
大正 15（1926）年の第 1 種所得税改正の方針とは、「累進税の一部廢止、二重課税の除
                                                   





































                                                   
35 矢部俊雄『會社の改正所得税営業収益税資本利子税とその實際〔八版〕』（東京税務二課會、1929 年）、
41 頁。 
36 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 4、93 頁。 
37 矢部俊雄、前掲注 35、40 頁。 
38 同上、90 頁。 
39 同上、91 頁。 








































                                                   
42 同上、91 頁。 
43 同上、93 頁。 
44 矢部俊雄、前掲注 35、127-128 頁。 
45 田中豊『税法』（三笠書房、1929 年）、90 頁。 



























                                                   
47 行政裁判所大正 11 年 5 月 15 日判決は、「資本ノ払込以外ニ於テ会社財産ヲ増加セシムルモノハ
総テ所得税法第 4 条ニ所謂総益金ヲ構成スルモノト解スルヲ相当トス」と説示している。(行政裁判
所大正 11 年 5 月 15 日判決（大正 11 年第 54 号）『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テー
タベース』文献番号 27560683)。 
  行政裁判所明治 41 年 2 月 29 日判決では、「所得税法施行規則第 3 条ニ損益計算書ヲ提出スヘシ
トアリ又所得税法第 9 条ニ計算書ニ依リ所得ヲ決定ストアリテ提出スヘキ計算書ハ営利法人カ商法
ノ規定ニ基キ調整シタルモノナラサル可ラサルヤ明カナリトス而シテ商法第 26 条ニ依レハ時価ノ差
増額ヲ益金ト為スコト明カナルヲ以テ随テ第 4 条第 1 号ノ総益金中ニハ時価ノ差増額ヲ包含スルモ
ノト云ハサルヲ得ス然レハ・・・土地建物及株式ノ時価ノ差増額即所謂評価益ヲ所得金額中ニ算入シ
テ決定シタルハ不当ニアラス」と説示した。（行政裁判所明治 41 年 2 月 29 日判決（明治 40 年第 89
号）『LEX/DB インターネット TKC 法律情報テータベース』文献番号 20000798）。 




49 同上、48 頁。 
50 大蔵省編纂『明治大正財政史 第 6 巻』、前掲注 10、1159-1160 頁。 
  保全会社とは、「個人又は同族の有に屬する財産を以て會社を組織し、其の財産の保全を圖ること
を目的と爲すものを指稱するものと謂ふことができる。」（藤澤弘『保全か會社と所得税』（日本租税



























合と雖も、前記税法第二十六條（大正 9 年所得税法第 26 条）の規定に依り直ちに之を否
認するは少なくとも法律上の根據に乏しく、從つて穩當を缺くの嫌ありといはなければな
らない」55（傍点、括弧―筆者）のであった。 
そこで、大正 12（1923）年の所得税法の一部改正（所得税法中改正法律大正 12 年 3
月 27 日法律第 8 号）をもって、「會社と出資者又はその緣故者との間」に成立した行為に
ついて、脱税の目的ありと認められた場合は、税務官庁は、所得審査委員会の決議を経て、
その行為を否認し所得金額の計算をなし得ることとなったのである（大正 12 年所得税法
                                                   




52 大正 9 年法律第 11 號 所得税法第 26 条「第一種ノ所得金額ハ第二十四條ノ申告に依リ、申告ナ
キトキ又ハ申告ヲ不相當ト認ムルトキハ政府ノ調査ニ依リ政府ニ於テ之ヲ決定シ第三種ノ所得金額
ハ所得調査委員會ノ調査ニ依リ政府ニ於テ之ヲ決定ス」 
53 藤澤弘、前掲注 50、103 頁。 
54 同上、103 頁。 
55 矢部俊雄、前掲注 35、282 頁。 
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56 大正 12 年 3 月 27 日法律第 8 號 










所得税法第 73 条ノ 4「政府ハ前二條ノ規定ヲ適用セムトスルトキハ所得審査委員會ノ決議ニ依リ
之ヲ決定ス」 
57 藤澤弘、前掲注 50、103-104 頁。 
58 矢部俊雄、前掲注 35、283 頁。 
59 同上、283 頁。 




































































































第 1 節 昭和 15 年法人税法 
 
1－1 法人税法創設の背景 






                                                   
1 本論文においては、「北支事件特別税法（昭和 12 年法律第 66 号）」および「支那事変特別税法（昭
和 13 年法律第 51 号）」を便宜上、「臨時増税（法）」と統一して表現する。  





草稿』（国税庁、1955 年）、56 頁）。 
  「支那事件特別税法」による増税とは、「支那事変の進展に伴い、事変処理に要する臨時軍事費は
累増の一途をたどり、これからの財源の大部分は公債によることとされたが、一部は増税により賄
うのを適当と認められたので、昭和 13 年 4 月支那事変特別税法を制定して所得税その他各税にわた
り増税を行い、こえて昭和 14 年にも支那事変特別税法の改正により臨時利得税その他について相当
程度の増徴を行つた。」（同上、58 頁）。 
  なお、「北支事件特別税法」は「支那事件特別税法」によって廃止された。 
2 「臨時租税増徴法（昭和 12 年 3 月 30 日法律第 3 号）」とは、当時、内外の情勢と財政の現状から
みて増税がやむを得なかったことから、「所得税の増徴を中心とする臨時租税増徴法を制定するとと
もに、法人資本税、、外貨債特別税、有価証券移転税及び揮発油税の 4 新税を創設」（同上、54 頁）
したものである。 
3 同上、55-56 頁。 














を圖る」6ため、昭和 15 年 3 月 29 日法律第 25 号により法人税法が誕生したのである。 
昭和 15（1940）年法人税法では、法人税および臨時利得税を損金に算入しないこと、
大正 15（1926）年改正以後は認められていなかった繰越欠損金の控除が 3 年間認められ
たこと等の変更はあったものの、「從來の第一種所得税及法人資本税の課税對象たる所得
又は資本と何等異るところはない。」7とされていた。 











                                                   








藤書店、1940 年)、3 頁）。 
5 池田武『法人税法精義』（森山書店、1941 年）、5 頁。 
6 『財政 臨時號』（大蔵財務協会、1940 年）第 5 巻第 5 号、128 頁。 




























 昭和 15（1940）年法人税法は、法人の所得計算の基本原則として、第 4 条第 1 項にお
いて、「本法施行地ニ本店又ハ主タル事務所ヲ有スル法人ノ各事業年度ノ所得ハ各事業年
                                                   
8 鈴木保雄、礒部政治、松井静郎 共著『税制改正 會社税務總攬』（賢文館、1940 年）、84 頁。 
9 商法第 33 条「商人ハ開業ノ時及毎年一回一定ノ時期ニ於テ動産、不動産、債權、債務其ノ他ノ財
産ノ總目録及貸方借方ノ對照表ヲ作ルコトヲ要ス、會社ニ在リテハ成立ノ時及毎決算期ニ前項ノ書
類ヲ作ルコトヲ要ス」 
10 鈴木保雄、礒部政治、松井静郎、前掲注 8、85 頁。 
11 池田武、前掲注 5、107 頁。 



































                                                   
15 鈴木保雄、礒部政治、松井静郎、前掲注 8、109 頁。 




18 同上、109 頁。 
19 同上、109 頁。 
  具体的には、「商品の販賣費や製造費、債務に對する支拂利子等は勿論、債權の回収不能、火災其の
他天災に因る財貨の喪失等の事實をも含むものである。」（同上、109 頁）。 
20 同上、109-110 頁。 





































                                                   
22 同上、107 頁。 
23 主税局「法人所得の解説」『財政』（大蔵財務協会、1940 年）第 5 巻第 10 号、160 頁。 
24 同上、160 頁。 
25 同上、160 頁。 
26 同上、160-161 頁。 
27 池田武、前掲注 5、159 頁。 
28 主税局、前掲注 23、161 頁。 












中に算入するものとす」31と定めている。この主秘第 1 号通牒は、昭和 25（1950）年の
基本通達制定まで存続していたとされる32。この通牒からもわかるように、所得税と分離
して独立した法人税となっても、総益金および総損金の解釈は同様のものと解される。 



















                                                   
30 鈴木保雄、礒部政治、松井静郎、前掲注 8、160 頁。 
31 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 3、103 頁より孫引き。 
32 高木克己「税務通達の性格」『駒大経営研究』第 47 巻第 1・2 号、2015 年、1 頁。 
33 大蔵財務協会、前掲注 6、128 頁。 
34 「法人税といつてもその中心は法人の所得に対する課税であるから、その実質は所得税であり、
法人課税の根拠も法人を独立の納税主体と認め綜合課税主義をもつて貫く方法を採つていたのであ























                                                   
35 昭和 15 年法人税法第 28 条「同族会社ノ行為又ハ計算ニシテ法人税逋脱ノ目的アリト認メラルル
モノアル場合ニ於テハ其ノ行為又ハ計算ニ拘ラズ政府ハ其ノ認ムル所ニ依リ所得金額及資本金額ヲ
計算スルコトヲ得」 










掲注 5、399-400 頁）。 




増加トシタラ良イ」（神戸正雄『租税研究 第九巻』（弘文堂、1929 年）、199 頁）と述べられている。
また、上記見解の対象として自然人のみではなく、「税法トシテ便宜上法人ニ及ホシテモ良イ」（神
戸正雄『租税研究 第一巻』（弘文堂、1919 年）、128 頁）との見解を示されていることから、自然
人および法人における所得の意義については、差異はないと解される。  


















 第 2 節 昭和 25 年法人税法―シャウプ税制― 
 
2－1 シャウプ税制までの沿革 








                                                   
38 神戸正雄、前掲注 36、93 頁。 
39 「營業中繼續して使用する種類の財産と雖も、偶々之を賣却して得たる對價が前事業年度の見積
價格を超ゆる場合に於ては其差增額は事業年度の總益金中に算入すべきものとす。（大正 6 年第
52-54 號事件大正 7 年 2 月 14 日宣告行政裁判所判決録同年第 89-110 頁）」（石村隆司『判例所得税
法』（大同書院、1934 年）、19 頁より孫引き）。 
40 昭和 16 年には間接税を中心とする増税、昭和 17 年には直接税を中心とする増税、昭和 18 年に
は再度間接税を中心とする増税、昭和 19 年および昭和 20 年には各税にわたって増税が行われた


















したがって、昭和 22（1947）年法人税法第 9 条の「法人の各事業年度の普通所得は各
事業年度の總益金から總損金を控除した金額による」という所得計算の原則は、昭和 15

















                                                   
42 明里長太郎「改正法人税法の解説」『税経通信』12 月号、1947 年、16 頁。 
43 同上、16 頁。 
44 雪岡重喜、前掲注 1、159 頁。 




質上妥當でない」（市丸吉左エ門「法人の益金と損金（ニ）」『税経通信』5 月号、1948 年、1 頁）。 


































                                                   
48 雪岡重喜、前掲注 1、165 頁。 
49 『シャウプ使節団日本税制報告書』（全国青色申告会総連合、2000 年）、53 頁。 
50 雪岡重喜、前掲注 1、228 頁。 
51 同上、268 頁。 
52 市丸吉左エ門『最新法人税の理論と実務』（税務経理協会、1952 年）、40 頁。 




少の原因となるべき一切の事実をいう。」（52 項）。その文言からも、昭和 25 年法人税基



























                                                   





55 志場喜徳郎編『法律學体系 コンメンタール篇 法人税法（Ⅰ）』（日本評論新社、1955 年）、130 頁。 
  志場喜徳郎氏は、昭和 30（1955）年頃、国税庁法人税課長であった。 
56 雪岡重喜、前掲注 1、293 頁。 
57 西野嘉一郎「企業会計原則の終点」『産業経理』第 12 巻第 7 号、1952 年、48 頁。 
58 志場喜徳郎『法人税』（中央経済社、1958 年）、124-125 頁。 









せられるべき価額という」ものとしている（雪岡重喜、前掲注 1、294 頁）。 
102 
 

























                                                   
59 国税庁『昭和 26 年法人税取扱通達集』、37 頁。 
60 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 3、104 頁。 
  商法（昭和 25 年 5 月 10 日法律第 167 号）第 288 条の 2 
「左ニ掲グル金額ハ之ヲ資本準傭金トシテ積立ツルコトヲ要ス  
一 額面以上ノ価額ヲ以テ額面株式ヲ発行シタルトキハ其ノ額面ヲ超ユル額  
二 無額面株式ノ発行価額中資本二組入レザル額 






61 志場喜徳郎、前掲注 55、131 頁。 






































                                                                                                                                                     
品等の引渡の時を含む事業年度の益金又は損金に算入することができる」  
63 志場喜徳郎、前掲注 55、131-132 頁。 
64 泉美之松「所得概念に関する若干の問題点（2）」『産業経理』第 12 巻第 9 号（1952 年）、81 頁。 

























会計原則に依存していた」70ことや、法人税法第 9 条第 1 項、昭和 25 年法人税取扱通達




益金の年度帰属に関していえば、法人税法第 9 条第 1 項の規定のみからは、企業会計上
一般に認められた費用収益認識の基準としての発生主義を採用しているか否かは明らか
ではないが72、昭和 25 年法人税取扱通達 51 項の総益金の定義を斟酌するに、総益金の意





70 黒沢清「会計原則と税法との調整に関する基本的見解」『産業経理』第 12 巻第 7 号、1952 年、8 頁。 
71 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 3、100 頁。 



























第 10 条第 1 項78が示すように、「収入すべき金額」の合計額により、必要経費は、同法第
10 條第 2 項にあるように、「総収入金額から控除すべき経費は、…当該総収入金額を得る
ために必要」な経費によることとされている。 
また、収入金額の意義について、当時の所得税基本通達 194 では、「収入金額とは、収
                                                   
73 例えば、「固定資産等の売却による損益や、贈与資産の受入による益及び資産の評価損益等をも含む」
（志場喜徳郎、前掲注 55、189 頁）。 
74 企業会計基準審議会中間報告、前掲注 66、総論第一、（一）。 
75 黒沢清、前掲注 70、9 頁。 
76 岩尾一『法律學体系 コンメンタール篇 所得税法（Ⅰ）』（日本評論新社、1953 年）、126 頁。 
77 同上、126-127 頁。 






































                                                   
79 志場喜徳郎、前掲注 58、91 頁。 
80 同上、91 頁。 
81 「所得概念における正味財産増加説と所得源泉説とは、対立する二個の理論ではない。租税負担
におよぼす過度の影響を抑制するために、正味財産増加説に対して限定を加えようと考える立場の
一つが所得源泉説なのである」（忠佐市『税法と会計原則』（中央経済社、1953 年）、475 頁）。 
82 大蔵財務協会、前掲注 6、128 頁。 
83 志場喜徳郎、前掲注 58、90 頁。 
84 同上、99 頁。 




























                                                   
86 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 3、100 頁。 
87 黒沢清「税法と会計原則問題序説」『會計』第 62 巻第 3 号、1952 年、4 頁。 
  忠佐市「税法と会計原則の基本的課題」『會計』第 62 巻第 3 号、1952 年、73 頁。 
88 山崎佳夫「純財産増加説と権利確定主義」『富大経済論集』（北陸経済研究所、1962 年）、319 頁。 










































                                                   
90 税制調査会「税制調査会答申関係資料集（第 2 分冊）」（1962 年）、第 2、Ⅰ、1、（2）。 
91 同上、第 2、Ⅰ、1、（2）。 
92 同上、第 2、Ⅰ、1、（2）。 
93 志場喜徳郎、前掲注 58、113 頁。 
94 同上、113 頁。 




つたものとみなすこととしている。」（岩尾一、前掲注 76、60-61 頁）。 







































                                                   
98 税制調査会、前掲注 90、第 2、Ⅰ、1、（2）。 
99 明里長太郎『例解税務会計精義 法人税篇』（白桃書房、1962 年）、49 頁。 









101 明里長太郎、前掲注 99、92 頁。 




権の対価とされる特別の経済的な利益の額を定めた法人税法施行規則第 16 条の 2（昭和
36 年 3 月 31 日政令第 36 号追加）およびその取り扱いを定めた昭和 36 年 9 月 8 日直法
1－245 個別通達 44 および 53 の規定が設けられた103。 
                                                   
103 税制調査会「税制調査会答申及びその審議の内容と経過の説明」（1961 年）、第 6 章、第 3、5、
（1）、（ロ）。 























昭和 36 年 9 月 8 日直法 1－245 個別通達 
（特別の経済的な利益を算定する際の借地権の範囲） 








  規則第 16 条の 2 第 1 項に規定する「存続期間の更新」には、契約により借地権の存続期間を更
新する場合のほか、借地法第 4 条（更新の請求、建物等の買取請求権）第 1 項、第 6 条（法定更新）



































明文の規定は存しないとしても、法人税法第 9 条第 1 項をもって、昭和 27 年頃には、無






















は 1 年を単位として計算した期間（1 年未満の端数があるときは切り捨てて計算した期間）とし、「複




昭和 36 年 4 月 1 日前に設定された借地権について、同日以後その存続期間の更新があつた場合に
は、その更新については規則第 16 条の 2 の規定の適用があるから留意する（「53」）。 
104 同上、第 6 章、第 3、5、（2）、（イ）。 






































                                                   
106 日本税理士会連合会 税制審議会「所得税制における所得区分と課税方式のあり方について―平成
16 年度諮問に対する答申―」（2004 年）、1 頁。 
107 同上、1 頁。 


















































第 7 章 現行法人税法における課税所得概念 
  
 法人税は、昭和 15（1940）年に所得税から分離独立したものであったが、それ以前は











































税制調査会は、税法整備小委員会の検討結果を受け、昭和 38（1963）年 12 月、「所得
税法及び法人税法の整備に関する答申」（以下、「昭和 38 年税制調査会答申」という。）を
提出した。政府は、この「昭和 38 年税制調査会答申」に基づき、昭和 40（1965）年に昭
和 40 年法律第 34 号によって法人税法の全文改正が行われたのである。 












                                                   





2 同上 4、118 頁。 





4 同上、第 1、Ⅲ。 
5 泉美之松「昭和四十年度法人税改正の概要」『税務弘報』第 13 巻第 6 号、1965 年、12-13 頁。 
「座談会 改正法の問題点をきく」『税務弘報』第 13 巻第 5 号、1965 年、22-25 頁。 
武田昌輔「全文改正法人税法の解説（上）」『産業経理』第 25 巻第 6 号、1965 年、49 頁。 
吉国二郎・武田昌輔、前掲注 1、119 頁。 






























                                                   
6 「全体は 5 編に分かれ、第 1 編総則、第 2 編内国法人の納税義務、第 3 編外国法人の納税義務、第






（武田昌輔、前掲注 5、49 頁）。 
8 泉美之松、前掲注 5、2-3 頁。 
9 伊豫田敏雄「改正法人税法の概要」『商事法務研究』第 348 号、1965 年、3 頁。 
10 泉美之松「所得金額計算の通則について」『税経通信』第 20 巻第 11 号、1965 年、80 頁。 












第 2 節 法人税法第 22 条第 2 項 











する概括的規定として、法人税法第 22 条を創設した。その第 1 項は、「内国法人の各事業
年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額を控除した金











                                                   
12 武田昌輔、前掲注 5、50 頁。 






























                                                   
14 法人税法第 22 条第 3 項 
「内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額は、別段
の定めがあるものを除き、次に掲げる額とする。 
一  当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額  
二  前号に掲げるもののほか、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償却費以外の
費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額  
三  当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの」 
15 泉美之松、前掲注 10、80 頁。 
16 武田昌輔、前掲注 5、50 頁。 
17 「受贈益および贈与によって生ずる譲渡益が課税の対象とされるものであることがこれらの例示
によって表されている点には注意を要するものと考えられます。」（伊豫田敏雄「法人税法の改正（一）」




































                                                   
18 昭和 37 年 10 月 12 日 税法整備小委員会 4－1。 
19 税制調査会、前掲注 3、第 2、1。 































                                                   
21 泉美之松、前掲注 10、81 頁。 
22 伊豫田敏雄、前掲注 17、102 頁。 
23 泉美之松、前掲注 10、84 頁。 
「座談会 改正法人税法の問題点」『税経通信』第 20 巻第 6 号（1965 年）、111 頁（伊豫田敏雄 
発言）。 
24 武田昌輔「課税所得の基本問題（中）―法人税法二十二条を中心として―」『判例時報』第 952 号、
1980 年、6 頁。 
25 黒沢清「会計原則と税法との調整に関する基本的見解」『産業経理』第 12 巻第 7 号、1952 年、8 頁。 
吉国二郎・武田昌輔、前掲注 1、100 頁。 
26 黒沢清「税法と会計原則問題序説」『會計』第 62 巻第 3 号、1952 年、4 頁。 


































                                                   
27 山崎佳夫「純財産増加説と権利確定主義」『富大経済論集』（北陸経済研究所、1962 年）、319 頁。 
28 伊豫田敏雄、前掲注 17、103 頁。 
29 同上、103 頁。 
30 税制調査会、前掲注 3、第 2、4、（1）。 
31 同上、第 2、4、（1）。 


























                                                   
33 武田昌輔、前掲注 24、6 頁。 
34 田中二郎『租税法（第 3 版）』（有斐閣、1990 年）、416 頁。 
35 松沢智『租税実体法―法人税法解釈の基本原理―〔増補版〕』（中央経済社、1980 年）、105 頁。 
36 泉美之松・吉田富士雄「対談 昭和 40 年度 税制改正のすべて」『税経通信』第 20 巻第 6 号、185
頁（泉美之松氏 発言）。 










37 伊豫田敏雄、前掲注 17、103 頁。 
38 武田昌輔「課税所得の基本問題（下）―法人税法二十二条を中心として―」『判例時報』第 953 号、




の商人の実務慣行とは一致せず、実務上は昭和 25 年法人税基本通達 249 の「ただし書」
の規定（引渡基準：引渡の時を収益認識時点とする考え方）が作用していたとされる39。
そのため、昭和 44（1969）年の法人税基本通達の改正に際して、現行のように「引渡
基準」が原則となるように変更され、昭和 44 年法人税基本通達 2－1－１は、「たな卸資
産の販売による収益の額は、その引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入

























                                                   
39 武田隆二『法人税法精説』（森山書店、2000 年）、117 頁。 
40 金子宏「所得の年度帰属総論」『日税研論集』第 22 号、1992 年、14 頁。 
41 武田隆二、前掲注 39、114 頁。 
42 同上、118 頁。 































                                                   
44 武田昌輔「課税所得の基本問題（上）―法人税法二十二条を中心として―」『判例時報』第 949 号、
1980 年、3 頁。 
45 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 1、169 頁。 
46 泉美之松、前掲注 10、83 頁。 
47 武田昌輔、前掲注 5、50 頁。 
48 武田昌輔、前掲注 24、4 頁。 
49 中川一郎教授も、「取引」の意味については、「武田氏の述べる如く、商法 32 条が規定する『日日
ノ取引其ノ他財産ニ影響ヲ及ボスベキ一切ノ事項』を取引と解してよかろう。」と述べられている（中































                                                   
50 武田昌輔、前掲注 5、50 頁。 
51 伊豫田敏雄、前掲注 17、103 頁。 
52 同上、103 頁。 
53 同上、103 頁。 























以上のように、法人税法第 22 条第 2 項における「取引」の概念とは、「企業会計におけ
る取引が基底に置かれてはいるが、それと完全には一致するものではなく、また、商法に










                                                   
57 武田昌輔、前掲注 44、6 頁。 
58 市丸吉左エ門『法人税法解説』（税務研究会出版局、1968 年）、12 頁。 
59 武田昌輔、前掲注 44、5 頁。 
60 伊豫田敏雄、前掲注 17、102 頁。 
  武田昌輔、前掲注 44、3 頁。 
61 武田昌輔、前掲注 24、4 頁。 
62 同上、4 頁。 
63 松沢智、前掲注 35、124 頁。 
64 キャピタル・ゲインとは、「土地、減価償却の対象となる有形固定資産、投資有価証券並びに特許
権等の無形固定資産などの資本的資産の取引から生ずる利益」である（中津武晴監修・足立正喜編
『新訂版 税法用語辞典』（大蔵財務協会、1995 年）、128 頁）。 

















上、当然に収益であり、法人税法第 22 条第 2 項は資本等取引以外の取引に係る収益を「益
金の額」に算入すべきものと規定していることから、評価換えは、本来的には、法人税法




算入しない」71旨を法人税法第 25 条で規定しているのである72。 




                                                   
66 同上、第 2、4、（8）。 
67 同上、第 2、1、（3）。 
68 同上、第 2、4、（8）。 
  昭和 37（1962）年の商法改正（昭和 37 年 4 月 20 日法律第 82 号）により、商法上、資産の評価
益を計上することが認められなくなった。 
69 例外的に、次に掲げる評価替えによる評価益に限り、「益金の額」に算入される。 
  1. 会社更生法 （平成 14 年法律第 154 号）または金融機関等の更生手続の特例等に関する法律 
（平成 8 年法律第 95 号）の規定に従って行う評価換え（法人税法第 25 条第 2 項）。 
   2. 民事再生法の規定による再生計画認可に伴う評価換え（法人税法第 25 条第 3 項）。 
   3. 保険会社が保険業法第 112 条（株式の評価の特例）の規定に基づいて行う株式の評価換え（法
人税法第 25 条第 2 項及び法人税法施行令 24 条）。 
70 末永英男『法人税法会計論 第 7 版』（中央経済社、2013 年）、57 頁。 
松沢智、前掲注 35、125 頁。 
71 武田昌輔、前掲注 24、7 頁。 
72 末永英男、前掲注 70、57 頁。 




 法人税法第 22 条第 2 項における「別段の定め」とは、法人税法、同施行令、租税特別
措置法等の法令その他による定めをいい74、法人税法第 23 条（受取配当の益金不算入）
から第 28 条（外国税額の益金不算入）までにおいて当該事業年度の益金に算入しないこ





















るものとされていた。したがって、昭和 49（1974）年改正前の旧企業会計原則注解 7 に
                                                   
74 吉牟田勲「所得計算関係の改正」『税務弘報』第 13 巻第 6 号、1965 年、140 頁。 
75 吉国二郎・武田昌輔、前掲注 1、170 頁。 
76 原一郎「法人税法の全文改正について－各事業年度の所得金額および税額の計算（外国税額控除
および外国法人を除く。）関係」『税経通信』第 20 巻第 7 号（1965 年）、126 頁。 
77 日本会計研究学会・税務会計特別委員会「税務会計の基本問題に関する研究―税法における所得
計算原理の解明と批判―」（1967 年）、二。 
78 資本等取引を定めていた法人税法第 22 条第 4 項は、公正処理基準の挿入後（昭和 42 年）、同条第
5 項に移行された。 


































                                                   
80 中村利雄「法人税の課税所得計算と企業会計―無償譲渡等と法人税法二二条二項―」『税大論叢』
第 11 号、1977 年、214 頁。 
81 中村利雄、前掲注 55、53-54 頁。 
82 中村利雄、前掲注 80、216 頁。 






85 泉美之松、前掲注 10、1965 年、87 頁。 



























 また、昭和 38（1963）年 3 月 8 日税法整備小委員会における第 19 回審議では、「固定
                                                   
87 武田昌輔、前掲注 5、51 頁。 
88 伊豫田敏雄、前掲注 17、104 頁。 











91 伊豫田敏雄、前掲注 17、104 頁。 




























                                                   
93 昭和 38 年 3 月 8 日 税法整備小委員会 19－1、Ⅱ、3、（4）、（注）。 


















（法人に対するもの及び個人に対する包括遺贈のうち限定承認に係るものに限る。）   










英明『スタンダード所得税法』（弘文堂、2009 年）、81-83 頁参照）。 






























は、規定の明確化または「租税法律主義」の徹底という要請から、法人税法第 22 条第 2





                                                   
98 税制調査会、前掲注 3、第 2、7、Ⅶ、（2）。 
































                                                   
100 原一郎、前掲注 76、126 頁。 
101 伊豫田敏雄、前掲注 17、102 頁。 
102 吉牟田勲、前掲注 74、140 頁。 
103 伊豫田敏雄、前掲注 17、103 頁。 
104 吉牟田勲、前掲注 74、139 頁。 
105 同上、140 頁。 
  碓井光明教授は、「租税法規は、資産税はもとより（相法 22）、所得税（所法 36②、所令 169）や
法人税(法法 37⑤)についても、時価の存在を前提にした規定を置いている。」と述べられている。
（碓井光明「時価との差額に係る収益認定の構造と法理」『税理』第 20 巻第 15 号、1977 年、63 頁）。 
106 泉美之松「改正所得税法、改正法人税法、改正相続税法、改正租税特別措置法の詳解」『税経セ





































                                                   
107 泉美之松、前掲注 10、84 頁。 
108 「研究会 改正法人税法と実務家の疑点」、前掲注 11、22 頁（伊豫田敏雄 発言）。 
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法人税法第 22 条第 2 項が規定する「無償取引」については、昭和 40（1965）年法人
税法全文改正前の趣旨を踏襲しており、改正に際して変更されたとは認められない。それ
は、課税の公平、換言すれば、課税の権衡上とられた措置であり、規定の明確化または「租






















                                                   
109 税法整備小委員会、前掲注 93、Ⅱ、3、（4）、（注）。 
110 最高裁昭和 43 年 10 月 31 日判決、前掲注 95。 
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第 1 節 「無償取引」の課税根拠に関する学説研究 
 







                                                   
1 清永敬次「無償取引と寄付金の認定―親子会社間の無利息融資高裁判決に関連して―」『税経通信』









40（1965）年法人税法第 22 条第 2 項および第 37 条第 5 項（現行法人税法第 37 条第 7

















                                                   
2 金子宏「無償取引と法人税―法人税法二二条二項を中心として―」『法学協会百周年記念論文集
（第 2 巻）』（有斐閣、1983 年）、139 頁。 
3 大阪高裁昭和 53 年 3 月 30 日判決（昭和 47 年（行コ）第 42 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21061520。 
  【事件の概要】 X 社（原告・被控訴人）と T 社は親子会社の関係にあって、共に法人税法上の同
族会社である。X は、T の事業達成を援助する目的で昭和 37 年 12 月 1 日 T に対し、3 か年に限り
4000 万円を限度として無利息融資する旨の契約を締結した。これに対し、Y 税務署長は昭和 39 事
業年度および昭和 40事業年度の所得の金額に当該無利息融資に係る利息相当額を各加算計上する更
正処分を行った。 
4 金子宏教授は、資産の無償譲渡については、相互タクシー事件（最高裁昭和 41 年 6 月 24 日判決
（昭和 37 年（オ）第 255 号））、第二次まからずや事件（大阪高裁昭和 43 年 6 月 27 日判決（昭和
38 年（ネ）第 353 号）、資産の無利息融資については、清水惣事件（大阪高裁昭和 53 年 3 月 30 日
判決（昭和 47 年（行コ）第 42 号）、京都証券取引所事件（大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決（昭
和 31 年（ネ）第 1037 号）について検討を行われている（金子宏、前掲注 2）。 











このように、法人税法第 22 条第 2 項の規定は、確認的規定ではなく、「無償取引」の場
合にも通常の対価相当額が生ずることを擬制した一種のみなし規定であり、創設的規定で
あるとされている9。 

















あるから、同条第 2 項は創設的規定であると述べられている12。 
村井正教授は、「無償取引」について、「無償による資産の譲渡」の場合、有償取引の場
合のみに収益の実現を限定するならば、「無償取引」が継続される限り、課税時期の無期
                                                   
7 金子宏、前掲注 2、155-156 頁。 
8 同上、155-156 頁。 
9 同上、155-156 頁。 
10 岡村忠生「資産の低額譲渡と法人税法二二条二項にいう収益の額」『民商法雑誌』第 116 巻第 3 号、
1997 年、436-439 頁。 
11 同上、436-439 頁。 
































                                                   
13 「帰属所得」とは、「自己の財産の利用（自己の家屋に住むこと、商品の自家消費など）及び自己
の労働（弁護士が自分の遺言状を作成し、大工が自己の家を建てるなど）から得られる経済的利益」
である（清永敬次『税法 第 7 版』（ミネルヴァ書房、2008 年）、83 頁）。 
14 村井正『租税法―理論と政策―』（青林書院、1987 年）、84-87 頁。 
15 同上、84-87 頁。 
16 金子宏、前掲注 2、178 頁。 
17 吉牟田勲「所得計算関係の改正」『税務弘報』第 13 巻第 6 号、1965 年、140 頁。 

































                                                                                                                                                     
（碓井光明「時価との差額に係る収益認定の構造と法理」『税理』第 20 巻第 15 号、1977 年、63 頁）。 
18 金子宏、前掲注 2、139 頁。 
19 清永敬次、前掲注 1、3 頁。 
20 同上、5 頁。 


























第 22 条第 2 項の「無償取引」の規定を所得税法第 40 条27および第 59 条28に対応する規
                                                   
24 中村利雄『法人税の課税所得計算―その基本原理と税務調整』（ぎょうせい、1982 年）、44 頁。 
25 同上、51 頁。 
26 金子宏、前掲注 2、161 頁。 
27 所得税法第 40 条「次の各号に掲げる事由により居住者の有するたな卸資産（事業所得の基因とな
る山林その他たな卸資産に準ずる資産として政令で定めるものを含む。以下この条において同じ。）
の移転があつた場合には、当該各号に掲げる金額に相当する金額は、その者のその事由が生じた日






































                                                                                                                                                     
一  贈与（法人に対するものに限る。）又は相続（限定承認に係るものに限る。）若しくは遺贈（法
人に対するもの及び個人に対する包括遺贈のうち限定承認に係るものに限る。）   





29 清永敬次、前掲注 1、4 頁。 





ことになる。」（清永敬次、前掲注 1、5 頁）。 

























によって、その経済的利益が実現したとして法人税法第 22 条第 2 項の収益性が認められ
るとされている37。 
同教授は、法的基準である「租税法律主義」と経済的基準である「租税公平主義」の調









 「適正所得算出説」を提唱されている金子宏教授は、法人税法第 22 条第 2 項の解釈に
                                                                                                                                                     
律主義」であり、「経済的基準説」＝「租税公平主義」という図式も可能である。（同上、10 頁）。 
33 松沢智、前掲注 30、127 頁。 
34 商法第 512 条「商人がその営業範囲内において他人のために行為をしたときは、相当な報酬を請
求することができる（報酬請求権）」（水田嘉美『ヨコ組・判例六法 2010』（参修社、2009 年）、265
頁参照）。 




36 商法第 514 条「商行為によって生じた債務に関しては、法定利率は、年 6 分とする（商事法定利率）。」
（同上、265 頁参照）。 
37 松沢智、前掲注 30、132 頁。 







当額が、また無利息融資の場合には通常の利息相当額(大阪高判昭和 53 年 3 月 30 日月報



























                                                   
39 金子宏『租税法〔第 18 版〕』（弘文堂、2013 年）、286 頁。 
40 金子宏、前掲注 2、154-155 頁。 
41 占部裕典「法人税法 22 条 2 項の適用範囲について～オウブンシャホールディング事件における
第三者割当増資を通して～」税法学 551 号、2004 年、6 頁。 
42 金子宏、前掲注 2、156 頁。 
43 岡村忠生「無利息貸付課税に関する一考察（三）」『法学論叢』第 122 巻第 1 号、1987 年、3 頁。 
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処理基準」が確立していないこと等を考えると、法人税法第 22 条第 2 項の「無償取引」
による収益の認識の部分の規定が働くのは、「原則に対する例外を定める『別段の定め』
が存在し、適用できる場合に限られることになる」47。つまり、資産の無償譲渡について
は、この「別段の定め」が寄附金（法人税法第 37 条第 7 項48）である。この規定により、






法人税法第 22 条第 2 項は、実体的利益ではないもの、すなわち、包括的所得概念の下で
は所得であらざるものを所得と認定するというように例外的に機能するとされている51。。
また、課税ベース（法人税では所得の範囲）は法規が創造するのであるから、法人税法
22 条 2 項は創設的規定であるとする課税理論である52。 
                                                   
44 同上、3 頁。 
45 同上、3-4 頁。 
46 同上、4 頁。 
47 同上、5 頁。 





49 岡村忠生、前掲注 43、12 頁。 
50 同上、20-21 頁。 
51 同上、20-21 頁。 
































2－1－1 相互タクシー事件 最判第二小法廷昭和 41 年 6 月 24 日判決 
 旧法人税法下における法人の「無償による資産の譲渡」に対する課税を考えるうえで、
                                                   
53 同上、33 頁。 
54 岡村忠生「無利息貸付課税に関する一考察（五・完）」『法学論叢』第 122 巻 3 号、1987 年、33-34 頁。 
55 岡村忠生、前掲注 10、439 頁。 
56 武田昌輔教授は、「無償による役務の提供のもっとも典型的な例としては、無利息の貸付けが挙げ
られる。」とされている（武田昌輔「課税所得の基本問題（中）―法人税法 22 条を中心として―」『判
例時報』952 号、1980 年、3 頁）。 
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57 最高裁昭和 41 年 6 月 24 日判決（昭和 37 年（オ）第 255 号）『LEX/DB インターネット TKC 法
律情報テータベース』 文献番号 21023790。 
 【事件の概要】 Ｘ株式会社（原告・控訴人・被上告人）が保有していた他社 3 銘柄の株式につい










問題」『税務弘報』23 巻 4 号、1975 年、20 頁）。 
59 大阪地裁昭和 31 年 4 月 16 日判決（昭和 28 年（行）第 15 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 21007320。 































2－1－2 南西通商株式会社事件 最判第三小法廷平成 7 年 12 月 19 日判決 
南西通商株式会社事件63は、法人税法第 22 条第 2 項の低額譲渡の収益性について、最
                                                   
61 松沢智、前掲注 30、129 頁。 
62 植松守雄「未計上資産の無償譲渡の益金」『租税判例百選Ⅱ』、88 頁。 
63 最高裁平成 7 年 12 月 19 日判決（平成 6 年（行ツ）第 75 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 22008541。 
 【事件の概要】 金融業を営む X1（原告・控訴人・上告人）は、その設立以来、個人である X2（原告・
控訴人・上告人）が実質的に資本金を全額出資している会社であり、X2 が代表者として経営を支配し
ている。X1 は訴外取引先銀行の株式（以下、「本件株式」という。）を X1 の代表取締役である X2に対
して譲渡した。これに対し Y（税務署長－被告・被控訴人・被上告人）は、本件株式の譲渡は時価よ

















第 2 審（福岡高裁宮崎支部）66は、第 1 審の判示部分をほぼそのまま引用し、X らの控
訴を棄却した。 
















                                                   
64 松沢智「資産の低額譲渡と法人税法 22 条 2 項にいう収益の額」『租税判例研究』、ジュリスト 1101 号、
1996 年、120 頁。 
65 宮崎地裁平成 5 年 9 月 17 日判決（平成 4 年（行ウ）第 2 号、平成 4 年（行ウ）第 3 号）『LEX/DB
インターネット TKC 法律情報テータベース』 文献番号 22006942。 



























2－2－1 京都証券取引所事件 大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決 




                                                   
67 増井良啓「資産の低額譲渡と法人税法 22 条 2 項にいう収益の額」『税研』第 106 号、2002 年、
486 頁。 
68 大阪高裁昭和 39 年 9 月 24 日判決（昭和 31 年（ネ）第 1037 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21019740。 









第 1 審（大阪地裁昭和 31 年 7 月 30 日判決）69は、貸付金を無利息とした行為は、私法
上の効力を否定することはできないので、当を得た措置であったかどうかの点において問











より X が失った利益と同額の利益を享受することから、実質的には X の行為に基因して、
X から各証券業者に当該利息相当額の価値の移転があったものと説示している。清永敬次



















                                                   






























2－2－2 清水惣事件 大阪高裁昭和 53 年 3 月 30 日判決 
 法人の無利息貸付けを考えるうえで、もう 1 つの重要な裁判例とされるのが、大阪高裁
昭和 53 年 3 月 30 日判決72である（以下、「清水惣事件」という）。この事件は、親会社が
                                                   
70 武田昌輔、前掲注 56、3 頁。 
71 武田昌輔、「課税所得の基本問題（上）―法人税法 22 条を中心として―」『判例時報』第 949 号、
1980 年、6 頁。 
72 大阪高裁昭和 53 年 3 月 30 日判決（昭和 47 年（行コ）第 42 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』文献番号 21061520。 
【事件の概要】 X（原告・被控訴人）は、織物、繊維製品、雑貨の売買と貿易を目的として設立さ
れた株式会社である。訴外東洋化成工業株式会社（以下、T という。）は、昭和 37 年 11 月 1 日に、
繊維、化成品の製造並びに販売を目的として設立された株式会社である。X 会社は、訴外 T 会社の







22 条第 2 項の立法趣旨を考えるのに適切な事件である73。 






















                                                                                                                                                     
  X 会社は、昭和 37 年 12 月 1 日に、T に対しその事業達成を援助する目的で、期間を 3 か年に限
り、4000 万円を上限として無利息で融資する旨の契約を締結した。 
  Y（税務署長、被告・控訴人）は、X が T に対して、この契約に基づきなされた本件無利息融資
について、年 10％の利率を適用して第一事業年度（昭和 38 年 12 月 1 日から昭和 39 年 11 月 30 日）
の利息相当額は 2141 万円余、第二事業年度（昭和 39 年 12 月 1 日から昭和 40 年 11 月 30 日）の利
息相当額の 2654 万円余を寄附金と認定し、寄附金損金不算入として、昭和 39 年事業年度の所得税
金額に 206 万 1013 円、昭和 40 年事業年度に 258 万 2134 円を加算計上する更正処分が行われた。
これに対して、意義申立ておよび審査請求をへて X 会社が出訴した事案である。 
73 金子宏、前掲注 2、139 頁。 
74 大津地裁昭和 47 年 12 月 13 日判決（昭和 41 年（行ウ）第 1 号、昭和 42 年（行ウ）第 2 号）『LEX/DB
インターネット TKC 法律情報テータベース』文献番号 21040921。 
  この判決に対しては、法文の根拠がなくとも租税回避行為を否認しうる趣旨に捉えられる点や役務
の無償提供によって収益が生ずることを肯定する傾向にいた税務行政関係者からの批判があった
（碓井光明「法人税法における益金の概念 法 22 条 2 項の問題点―主として無償による役務提供―」














第 1 審判決は、私法上の効力としては、T に対する利息債権が発生していないから、税
法上収益を生じないとし、これが税法上、収益を生じるのは租税回避行為に当たる場合に
限られると判示した。本件無利息融資は、やむを得ない措置であるとして、これが経済的
合理性を無視したものではなく租税回避行為には当たらないとしたものである。Y も X も
本件無利息融資が経済的合理性を有するかどうかという視点から主張したために、裁判所










第 22 条および第 37 条に加えるものである。それにもかかわらず、課税実務はこの限定を
踏襲している75（法人税法基本通達 9－4－276）。 
                                                   



















本件控訴審判決は、法人税法第 22 条第 2 項の規定は、旧法人税法の解釈上も妥当と考
えられるところを法文化したものであり、旧法人税法の所得計算の変更を意図したもので
はなく、また、利息相当額は寄附金の損金算入限度額を超過する部分を益金として計上さ
















 法人税法第 22 条第 2 項の「無償による資産の譲受け」については、裁判例においても
上記の解釈を踏襲している。 
 例えば、遺贈による資産の取得の場合（東京高裁平成 3 年 2 月 5 日判決）82、遺贈によ




77 松沢智、前掲注 30、362-365 頁。 
78 中村利雄「無利息融資と法人税法 22 条 2 項及び 37 条 5 項」『税経通信』第 33 巻第 11 号、1978 年、26
頁。 
79 志場喜徳郎『法人税』（中央経済社、1958 年）、123 頁。 
80 税制調査会「所得税法及び法人税法の整備に関する答申」（1963 年）、第 2、1、（7）。 
81 武田昌輔編著「DHC コンメンタール法人税法 第 2 巻」（第一法規）、1107 の 5 頁。 
82 東京高裁平成 3 年 2 月 5 日判決（東京高裁平成 2 年（行コ）第 30 号 TAINS コード Z175-6452）。 
【事件の概要】有限会社 X（原告，控訴人）の前代表取締役である訴外 A が、昭和 58 年 5 月 20 日
157 
 
る法人の土地の取得は、法人税法第 22 条第 2 項の「無償による資産の譲受け」に当たる
ものとして当該事業年度の収益となる。そして、遺贈による法人の土地の取得価額の算定
は、法人税法第22条第4項に従い一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に照らし、








 上記の場合の裁判例として、千葉地裁昭和 59 年 7 月 25 日判決84が挙げられる。本件の
                                                                                                                                                     
に死亡した。X は A から、A が所有していた土地（以下「本件土地」という。）の遺贈（以下「本件
遺贈」という。）を受けた。X は、本件事業年度中である昭和 58 年 12 月 21 日、A の相続人である
B と C に対し、本件遺贈に対する減殺請求に対する価額弁償として、各 500 万円（計 1000 万円）
を支払った。次いで、X は、A の相続人である D に対し、D がした本件遺贈に対する減殺請求に対
する価額弁償として、昭和 59 年 5 月 17 日付けの契約に基づき、同月 31 日に 1000 万円を、同年 9
月 21 日に 200 万円をそれぞれ支払った（計 1200 万円）。さらに X は、A の相続人である E に対し、
E がした本件遺贈に対する減殺請求に対する価額弁償として、昭和 59 年 6 月 22 日に東京家庭裁判


















































































あるオランダ法人 A 社が、X 社の関連会社であるオランダ法人 B 社に対して、著しく有
利な価額で新株を発行した行為に対してなされた法人税の更正処分等をめぐって争われ
た事件である。いわゆる第三者割当増資による持株割合の変動を収益の額とすることが、
法人税法第 22 条第 2 項の適用範囲となり得るかについて検討された。 
                                                   
85 村井正、前掲注 14、132 頁。 
86 東京地裁平成 13 年 11 月 9 日判決（平成 12 年（行ウ）第 69 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 28070197。 
東京高裁平成 16 年 1 月 28 日判決（平成 14 年（行コ）第 1 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 28091983。 
最高裁平成 17 年 10 月 11 日第三小法定判決（平成 16 年（行ツ）第 116 号）『LEX/DB インタ
ーネット TKC 法律情報テータベース』 文献番号 25420288。 
最高裁平成 18 年 1 月 24 日第三小法定判決（平成 16 年（行ヒ）第 128 号）『LEX/DB インター
ネット TKC 法律情報テータベース』 文献番号 28110319。 
東京高裁平成 19 年 1 月 30 日判決（平成 18 年（行コ）第 31 号）『LEX/DB インターネット TKC
法律情報テータベース』 文献番号 28132025。 
【事件の概要】X（原告・被控訴人・上告人）は、X が保有するテレビ朝日株式等（簿価 15 億円、
時価 280 億円）および現金 1 億円を現物出資し、オランダに持株会社としての活動、融資、投資等
を目的としながらも、事業者や従業員を有しないいわゆるペーパーカンパニーである 100%子会社、
Obunsha Atlantic B.V.（額面 1,000 ギルダー、発行済株式数 200 株）（以下「オランダ法人 A 社」
という）を設立、テレビ朝日株式等をオランダ法人 A 社へ移転した（平成 3（1991）年 9 月 4 日）。
当該現物出資については、旧法人税法第 51 条の圧縮記帳（特定現物出資）を適用し（簿価移転）、
含み益をオランダ法人 A 社へ合法的に無税で移転させた。つまり、X がオランダ法人 A 社の設立の




平成 7（1995）年 2 月 13 日、X の株式 49.6%を保有するセンチュリー文化財団（以下「C 文化財
団」という）はオランダに株式 100%を保有する Asuka Fund B.V.（以下「オランダ法人 B 社」と
いう）を設立し、オランダ法人 A 社はオランダ法人 B 社に対し第三者割当増資を行い、その発行済
株式総数の 15 倍の新株である株式 3,000 株（額面 1,000 ギルダー）を著しく有利な価格で発行し、
割り当てた（オランダ法人 B 社は 1995 年 2 月 15 日に約 2 億円相当額の払込を完了した）。その結
果、原告である X のオランダ法人 A 社に対する持株割合は 100%から 6.25%へ低下し、含み益 255
億円がオランダ法人 A 社からオランダ法人 B 社へ移転した。また、当時、F は X の取締役相談役、
C 文化財団の評議員、オランダ法人 A 社の代表取締役およびオランダ法人 B 社の取締役であった。 
本件は、この事実に関して税務署長 Y（被告・控訴人・被上告人）が、X の有するオランダ法人 A
社株式の資産価値のうち上記新株発行によってオランダ法人 B に移転したものを、X のオランダ法






 なお、本件は、法人税法第 132 条の同族会社の行為計算否認規定の適用の可否および非
上場株式の評価方法等を争点としているが、本稿においては、法人税法第 22 条第 2 項の
適用の可否について検討していく。 
 第 1 審（東京地裁平成 13 年 11 月 9 日判決）では、X は、本件増資に係る株主総会に
おいて賛成したものの、本件増資はオランダ法人 A 社（増資の実行者）とオランダ法人 B
社（新株の引受者）の行為にほかならず、原告である X はオランダ法人 B 社に対して何
等の行為もしていないとして更正処分の一部を取り消した。 
 第 1 審は、有利な第三者割当増資については、あくまでオランダ法人 A 社とオランダ
法人 B 社の間の行為にほかならず、X の行為は存在しないので法人税法第 22 条第 2 項の
「取引」には該当しないと判断した。 
 これに対し控訴審（東京高裁平成 16 年 1 月 28 日判決）は、X が資産に係る株主と
して有する持分をオランダ法人 B 社から何等かの対価を得ることもなく喪失し、同社が
これを取得した事実は、両者間において無償による持分の譲渡がされたと認定すること
ができ、法人税法第 22 条第 2 項に規定する「資産の譲渡」に当たらないまでも、「無償
による…その他の取引」には当たると判断した。 
 法人税法 22 条 2 項にいう「取引」は、その文言および規定における位置づけから、関
係者間の意思の合致に基づいて生ずる法的および経済的な結果を把握する概念として用
いられていると解せられ、上記のとおり、X とオランダ法人 B 社との合意に基づいて実現
された上記持分の譲渡をも包含すると認められるとして、課税処分を適法とした。法人税
法第 22 条第 2 項にいう「取引」とは、関係者間の意思の合致に基づいて生じた法的およ
び経済的な結果を把握する概念と解している。 
 最高裁判所は、X はオランダ法人 A 社の唯一の株主であったことから、第三者割当によ
り同社の新株の発行を行うかどうか、誰に対してどのような条件で新株発行を行うかを自
由に決定することができる立場にあったとして、この資産価値の移転は、X の支配の及ば
ない外的要因によって生じたものではなく、X において意図し、かつ、オランダ法人 B 社
において了解したところが実現したものということができ、法人税法第 22 条第 2 項にい
う「取引」に当たるというべきであると説示し、上記のとおり移転した資産価値を X の本
件事業年度の益金の額に算入すべきものとした控訴審の判決を支持した。 




























 しかし、前章において述べたように、法人税法第 22 条第 2 項の立法当事者である武田
昌輔教授は、当該規定の「取引」の意義について以下のように述べられている。 










                                                   
87 高裁の判決に対するものとして、（大淵博義「海外子会社の有利発行による第三者割当増資による
親会社の割合的持分の減少に伴う譲渡収益課税の可否」『TKC 税研情報』第 13 巻 6 号、2004 年、
6-11 頁）参照。 
88 渕圭吾「オウブンシャホールディング事件に関する理論的問題」『租税法研究』第 32 号、2004 年、
39 頁参照。なお、渕圭吾教授は、高裁等判決に対して肯定した上で、様々な記述相互の関係が整理
されていないとの指摘もされている。 




 また、松沢智教授も武田昌輔教授の見解とほぼ同様に、「法 22 条 2 項の『資産の販売、
有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受け』は、『取引』




























                                                   
90 武田昌輔、前掲注 71、4 頁。 
91 松沢智『新版租税実体法―法人税解釈の基本原理―』中央経済社、1994 年、137 頁。 
92 末永英男「法人税法 22 条 2 項の『取引』の範囲について―オウブンシャ・ホールディング事件に
おける第三者割当増資を題材にして―」『海外事情研究』第 33 巻第 2 号、2006 年、159 頁。 
93 同上、159 頁。 
























































96 広島高裁岡山支部平成 15 年 6 月 5 日判決（広島高等裁判所岡山支部平成 14 年（行コ）第 12 号 
TAINS コード Z252-9164）。 






  したがって、「無利息による金銭貸付は法人税 22 条 2 項の『無償による役務の提供』に該当する
というべきであり、その場合には、適正な、すなわち、社会通念上妥当な利率による利息相当額経
済的利益が無償で借主に提供されたものとして、これが当該法人の収益として認識されることとな









97 東京高裁平成 3 年 2 月 5 日判決（東京高裁平成 2 年（行コ）第 30 号 TAINS コード Z175-6452）。 
98 千葉地裁昭和 59年 7月 25 日判決（千葉地裁昭和 56年（行ウ）第 8号 TAINSコード Z145-5548）。 






















                                                                                                                                                     
渡された時点において、原告会社に確定的に移転することにより、はじめて実現したものというべき
であるとされた事例。 
101 金子宏、前掲注 39、287-288 頁。 
102 末永英男、前掲注 92、159 頁。 
103 同上、159 頁。 
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第 9 章 「無償取引」に係る収益認識の研究 
 
法人税法上、法人の課税所得は、「益金の額」から「損金の額」を控除した金額として
算定され（法 22 条 1 項）、「別段の定め」があるものを除き、当該事業年度の「収益の額」
が「益金の額」を構成するものとされている（法 22 条 4 項）。しかし、「無償取引」につ
いては、いわゆる「公正処理基準」の適用を受けないことから、「無償取引」に係る収益
とは税法固有の目的および課税所得概念から導かれる所得計算からの要請であることが








しかしながら、法人税法第 22 条第 2 項が規定する「無償取引」に係る収益発生事由に
ついての見解は、学説および判例のいずれにおいても統一した見解は見受けられなかった。






 第 1 節 法人税法における「純資産増加説」の現代的意義 
 









                                                   

































上記の旧通達の各規定は、現行法人税基本通達（昭和 44 年 5 月 1 日直審（法）25（例
規））制定の際に廃止となったが、その理由について次のように述べている。「法令に規定
されており、または法令の解釈上疑義がなく、もしくは条理上明らかであるため、特に通
                                                   
2 山下勝治「所得会計の意義と課題」『所得会計論』（中央経済社、1964 年）、5 頁。 
3 同上、6 頁。 




























                                                   
5 昭和 44 年 5 月 1 日直審（法）25（例規）「法人税基本通達の制定について」。 
6 武田隆二「税法における所得計算原理―アメリカ税法における所得計算原理の変遷―」『所得会計論』
（中央経済社、1964 年）、40 頁。 
7 同上、40 頁。 
8 市丸吉左ヱ門『法人税の理論と実務』（税務経理協会、1961 年）、48-49 頁。 
忠佐市『租税法要綱 第 10 版』（森山書店、1986 年）、202-203 頁参照。 







10 同上、9 頁。 
























37（1962）年商法改正（昭和 37 年 4 月 20 日法律第 82 号）により、資産の評価につき、
従来までの時価以下主義16を廃し、原則として取得原価主義を基本とする資産の評価規定
の充実を図り、商法上、資産の評価益を計上することが認められなくなったことと17、商
法第 287 条の 2 の引当金制度の導入18および商法第 286 条繰延資産の拡大等により19、結
                                                   
12 同上、9 頁。 
13 同上、10 頁。 
14 同上、11 頁。 




成」『経済志林』第 77 巻第 1 号、2009 年、、110 頁）。 
17 昭和 37 年商法第 285 条「財産目録ニ記載スル営業用ノ固定資産ニ付テハ其ノ取得価額又ハ製作価
額ヲ超ユル価額、取引所ノ相場アル有価証券ニ付テハ其ノ決算期一月ノ平均価格ヲ超ユル価額ヲ附
スルコトヲ得ズ」 
18 昭和 37 年商法第 287 条の 2「特定ノ支出又ハ損失ニ備フル為ニ引当金ヲ貸借対照表ノ負債ノ部ニ
計上スルトキハ、其ノ目的ヲ貸借対照表ニ於テ明ラカニスルコトヲ要ス  
  前項ノ引当金ヲ其ノ目的外ニ使用スルトキハ、其ノ理由ヲ損益計算書ニ記載スルコトヲ要ス」  






























                                                                                                                                                     
法第 287 条社債割引料の繰延べ経理のほかに、新たに、法第 286 条の 5 社債発行費・法第 286 条の
3 開発費及び試験研究費・法第 286 条の 2 開業準備費（設立費に開業準備費を加えると本来の意味の
『創業費』となる。）これらの繰延べを法制度上新たに容認するに至った（昭和 37 年法第 82 号追加）」
（久野秀男「商法株式会社計算諸規定をめぐる会計論と商法論」『學習院大學經濟論集』第 4 巻第 1
号、1967 年、95 頁）。 
20 昭和 40 年法人税法の立法に携わった伊豫田敏雄氏は、法人税法第 25 条について次のように述べ
られている。 









































                                                   
21 『シャウプ使節団日本税制報告書』（全国青色申告会総連合、2000 年）、136 頁。 
22 Simons,H.C.(1938). Personal income taxation: The definition of income as a problem of fiscal 




































                                                   
23 Ibid., p.208. 
24 『シャウプ使節団日本税制報告書』、前掲注 21、46 頁。 
25 金子宏「所得税とキャピタル・ゲイン」『租税法研究 第 3 号』（租税法学会、2000 年）、44 頁。 
26 最高裁昭和 43 年 10 月 31 日判決（最高裁昭和 41 年（行ツ）第 8 号 TAINZ コード Z053-2352）。 
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さらに、昭和 38（1963）年 3 月 8 日税法整備小委員会における第 19 回審議では、「固
















                                                   
27 税制調査会「税制調査会答申の審議の内容及び経過の説明」（1961 年）、第 6 章、第 3、2、（1）。 
28 昭和 38 年 3 月 8 日 税法整備小委員会 19－1、Ⅱ、3、（4）、（注）。 
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 法人税法第 22 条第 2 項は、資本等取引以外の取引の例示として、「無償による資産の譲
渡」とともに、「無償による役務の提供」も掲げている。 
前節で考察したように、「無償による資産の譲渡」の場合、所有資産について、既に発
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受け、通常の金利を年 1 割とすれば、有償の場合には、年 50 万円の支払利子が生じ、こ
れが損金の額に算入されるのに対し、無償融資の場合には利子の支払いは生じないから有








    現金  500 万円  /  借入金  500 万円 
 
【金利を年 1 割とした場合に、500 万円の融資を受けた場合】 
現金  500 万円  /  借入金  500 万円 
支払利息 50 万円  /  未払費用（現金） 50 万円 
 
無償融資の場合、有償の場合の支払利息 50 万円が節約されることとなり、支払利息 50
万円相当額だけ課税所得が増加することとなる。 
    
【仮に無償融資による受贈益 50 万円を益金の額に算入するとした場合】 
    現金      500 万円  /  借入金 500 万円 
支払利息（原価） 50 万円  /  受贈益 50 万円 
 
                相殺関係 
このことは、企業会計上も同様であり、「無償による役務の受入れ」について、企業会
計上も特に論じられていない59。 
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場合には、所得税法第 5 条の 2 と同様にその贈与時の時価によつて贈与されたものとして
規定する方向で検討する。」73との報告から、法人税法上の「無償による資産の譲渡」と






























                                                   
73 昭和 38 年 3 月 8 日 税法整備小委員会 19－1、Ⅱ、3、（4）、（注）。 





















法第 22 条第 2 項が、「無償による役務の受入れ」を規定していないのは、重要性が低いこ
とに加え、収益として計上しなくとも課税上の弊害がないと考えたためと解される。 



















































                                                   













 第 1 章では、本論文が採り上げる問題の所在を明確にするため、現行法人税法における
課税所得計算構造を確認するとともに、「無償取引」に係る収益の認識ついて、法人税法
上の取り扱いと企業会計上の取り扱いを検討した。 


























































































































































































































明確化または「租税法律主義」の徹底という要請から、法人税法第 22 条第 2 項における
取引の例示の 1 つとして明文化されたものであった。 
「無償による資産の譲渡」については、昭和 38（1963）年 3 月 8 日税法整備小委員会に
おける第 19 回審議で、「固定資産等を贈与した場合には、所得税法第 5 条の 2 と同様にそ
の贈与時の時価によつて贈与されたものとして規定する方向で検討する。」と述べられてお
り、法人税法における「無償取引」は、昭和 25（1950）年に導入された旧所得税法第 5 条






















































これまでの研究により、「無償による資産の譲渡」については、旧所得税法第 5 条の 2
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